
昭
和
四
十
五
年
通
商
産
業
省
令
第
百
三
号

電
気
工
事
業
の
業
務
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
施

行
規
則

電
気
工
事
業
の
業
務
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
（
昭
和

四
十
五
年
法
律
第
九
十
六
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
お
よ

び
同
法
を
実
施
す
る
た
め
、
電
気
工
事
業
の
業
務
の
適
正

化
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
を
次
の
よ
う
に
制
定
す
る
。

目
次第

一
章
　
総
則
（
第
一
条
）

第
二
章
　
登
録
等
（
第
二
条―

第
十
条
の
五
）

第
三
章
　
業
務
（
第
十
一
条―

第
十
三
条
の
二
）

第
四
章
　
雑
則
（
第
十
四
条―
第
二
十
七
条
）

附
則

第
一
章
　
総
則

（
用
語
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
で
使
用
す
る
用
語
は
、
電
気
工
事
業

の
業
務
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
法
」
と
い

う
。
）
で
使
用
す
る
用
語
の
例
に
よ
る
。

第
二
章
　
登
録
等

（
登
録
の
申
請
）

第
二
条
　
法
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
法
第
三
条
第

一
項
ま
た
は
第
三
項
の
登
録
の
申
請
を
し
よ
う
と
す
る

者
は
、
様
式
第
一
ま
た
は
様
式
第
二
に
よ
る
申
請
書

を
、
二
以
上
の
都
道
府
県
の
区
域
内
に
営
業
所
を
設
置

し
て
電
気
工
事
業
を
営
も
う
と
す
る
と
き
は
経
済
産
業

大
臣
（
電
気
工
事
業
の
業
務
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律

施
行
令
（
昭
和
四
十
五
年
政
令
第
三
百
二
十
七
号
。
以

下
「
令
」
と
い
う
。
）
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
者

に
あ
つ
て
は
、
そ
の
者
の
営
業
所
の
所
在
地
を
管
轄
す

る
産
業
保
安
監
督
部
長
。
以
下
同
じ
。
）
に
、
一
の
都

道
府
県
の
区
域
内
に
の
み
営
業
所
を
設
置
し
て
電
気
工

事
業
を
営
も
う
と
す
る
と
き
は
当
該
営
業
所
の
所
在
地

を
管
轄
す
る
都
道
府
県
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

２
　
法
第
四
条
第
二
項
の
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る
書
類

は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
　
登
録
申
請
者
が
法
第
六
条
第
一
項
第
一
号
か
ら
第

五
号
ま
で
に
該
当
し
な
い
者
で
あ
る
こ
と
を
誓
約
す

る
書
面

二
　
主
任
電
気
工
事
士
が
法
第
六
条
第
一
項
第
一
号
か

ら
第
四
号
ま
で
に
該
当
し
な
い
者
で
あ
る
こ
と
を
誓

約
す
る
書
面

三
　
主
任
電
気
工
事
士
が
登
録
申
請
者
の
従
業
員
で
あ

る
こ
と
を
証
す
る
書
面

四
　
主
任
電
気
工
事
士
及
び
法
第
十
九
条
第
二
項
の
場

合
に
お
い
て
は
同
項
の
規
定
に
該
当
す
る
者
（
以
下

「
主
任
電
気
工
事
士
等
」
と
い
う
。
）
が
、
第
一
種
電

気
工
事
士
で
あ
る
場
合
は
そ
の
者
が
第
一
種
電
気
工

事
士
免
状
の
交
付
を
受
け
て
い
る
こ
と
を
証
す
る
書

面
、
第
二
種
電
気
工
事
士
で
あ
る
場
合
は
そ
の
者
が

第
二
種
電
気
工
事
士
免
状
の
交
付
を
受
け
た
後
電
気

工
事
に
関
し
三
年
以
上
の
実
務
の
経
験
を
有
す
る
者

で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
書
面

五
　
登
録
申
請
者
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、

そ
の
法
人
の
登
記
事
項
証
明
書

（
登
録
簿
）

第
三
条
　
法
第
五
条
の
登
録
電
気
工
事
業
者
登
録
簿
は
、

様
式
第
三
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
登
録
証
）

第
四
条
　
法
第
七
条
第
一
項
の
登
録
証
は
、
様
式
第
四
に

よ
る
も
の
と
す
る
。

（
登
録
行
政
庁
の
変
更
の
届
出
）

第
五
条
　
法
第
八
条
第
二
項
ま
た
は
第
三
項
の
規
定
に
よ

り
登
録
行
政
庁
の
変
更
の
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
者

は
、
様
式
第
五
に
よ
る
届
出
書
を
経
済
産
業
大
臣
ま
た

は
従
前
の
登
録
を
し
た
都
道
府
県
知
事
に
提
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

（
承
継
の
届
出
）

第
六
条
　
法
第
九
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
、
登
録
電
気

工
事
業
者
の
地
位
を
承
継
し
た
者
は
、
様
式
第
六
（
当

該
承
継
が
法
第
九
条
第
二
項
各
号
に
該
当
す
る
と
き

は
、
様
式
第
七
）
に
よ
る
届
出
書
に
次
の
書
類
を
添
付

し
て
、
経
済
産
業
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
に
提
出
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
譲
受
け
に
よ
り
登
録
電
気
工
事
業
者
の
地
位
を
承

継
し
た
者
に
あ
つ
て
は
、
様
式
第
八
に
よ
る
書
面

二
　
登
録
電
気
工
事
業
者
の
地
位
を
承
継
し
た
相
続
人

で
あ
つ
て
、
二
以
上
の
相
続
人
の
全
員
の
同
意
に
よ

り
選
定
さ
れ
た
も
の
に
あ
つ
て
は
、
様
式
第
九
に
よ

る
書
面
及
び
戸
籍
謄
本

三
　
登
録
電
気
工
事
業
者
の
地
位
を
承
継
し
た
相
続
人

で
あ
つ
て
、
前
号
の
相
続
人
以
外
の
も
の
に
あ
つ
て

は
、
様
式
第
十
に
よ
る
書
面
及
び
戸
籍
謄
本

四
　
合
併
に
よ
り
登
録
電
気
工
事
業
者
の
地
位
を
承
継

し
た
法
人
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
法
人
の
登
記
事
項
証

明
書

五
　
分
割
に
よ
り
登
録
電
気
工
事
業
者
の
地
位
を
承
継

し
た
法
人
に
あ
つ
て
は
、
様
式
第
十
の
二
に
よ
る
書

面
及
び
そ
の
法
人
の
登
記
事
項
証
明
書

六
　
承
継
者
が
法
第
六
条
第
一
項
第
一
号
か
ら
第
五
号

ま
で
に
該
当
し
な
い
こ
と
を
誓
約
す
る
書
面

２
　
登
録
電
気
工
事
業
者
の
地
位
を
承
継
し
た
者
は
、
当

該
承
継
に
よ
り
登
録
証
に
記
載
さ
れ
た
事
項
に
変
更
が

あ
つ
た
と
き
は
、
法
第
十
条
の
規
定
に
よ
り
、
前
項
の

届
出
書
に
そ
の
登
録
証
を
添
え
て
提
出
し
、
そ
の
訂
正

を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
登
録
事
項
の
変
更
の
届
出
）

第
七
条
　
法
第
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
変
更
の
届
出

を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
十
一
に
よ
る
届
出
書

に
次
の
書
類
を
添
え
て
、
経
済
産
業
大
臣
ま
た
は
都
道

府
県
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
当
該
届
出
に
係
る
変
更
が
法
人
の
役
員
に
係
る
も

の
で
あ
る
と
き
は
、
そ
の
者
が
法
第
六
条
第
一
項
第

一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
該
当
し
な
い
者
で
あ
る
こ

と
を
誓
約
す
る
書
面

二
　
当
該
変
更
が
営
業
所
の
設
置
ま
た
は
主
任
電
気
工

事
士
等
に
係
る
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
第
二
条
第
二

項
第
二
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
書
面

（
廃
止
の
届
出
）

第
八
条
　
法
第
十
一
条
の
規
定
に
よ
り
電
気
工
事
業
の
廃

止
の
届
出
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
十
二
に
よ

る
届
出
書
を
そ
の
登
録
を
し
た
経
済
産
業
大
臣
ま
た
は

都
道
府
県
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
登
録
証
の
再
交
付
の
申
請
）

第
九
条
　
法
第
十
二
条
の
規
定
に
よ
り
登
録
証
の
再
交
付

の
申
請
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
十
三
に
よ
る

申
請
書
を
そ
の
登
録
を
し
た
経
済
産
業
大
臣
ま
た
は
都

道
府
県
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
登
録
証
を
よ
ご
し
、
ま
た
は
損
じ
て
前
項
の
申
請
を

す
る
と
き
は
、
申
請
書
に
当
該
登
録
証
を
添
え
て
、
提

出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
登
録
証
を
失
つ
て
そ
の
再
交
付
を
受
け
た
者
は
、
失

つ
た
登
録
証
を
発
見
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
そ
の

登
録
を
し
た
経
済
産
業
大
臣
ま
た
は
都
道
府
県
知
事
に

こ
れ
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
登
録
簿
の
謄
本
の
交
付
ま
た
は
閲
覧
の
請
求
）

第
十
条
　
法
第
十
六
条
の
規
定
に
よ
り
登
録
簿
の
謄
本
の

交
付
ま
た
は
閲
覧
を
請
求
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式

第
十
四
に
よ
る
請
求
書
を
経
済
産
業
大
臣
ま
た
は
都
道

府
県
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
通
知
）

第
十
条
の
二
　
法
第
十
七
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り

通
知
を
し
よ
う
と
す
る
者
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て

「
通
知
者
」
と
い
う
。
）
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載

し
た
様
式
第
十
四
の
二
に
よ
る
通
知
書
を
経
済
産
業
大

臣
又
は
都
道
府
県
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

一
　
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
つ
て

は
、
そ
の
代
表
者
の
氏
名

二
　
営
業
所
の
名
称
及
び
所
在
の
場
所

三
　
法
人
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
役
員
の
氏
名

四
　
電
気
工
事
業
の
開
始
予
定
年
月
日

２
　
前
項
の
通
知
書
に
は
、
通
知
者
が
法
第
六
条
第
一
項

第
一
号
か
ら
第
五
号
ま
で
に
該
当
し
な
い
者
で
あ
る
こ

と
を
誓
約
す
る
書
面
及
び
通
知
者
が
法
人
で
あ
る
場
合

に
あ
つ
て
は
、
そ
の
法
人
の
登
記
事
項
証
明
書
を
添
付

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
通
知
行
政
庁
の
変
更
の
通
知
）

第
十
条
の
三
　
法
第
十
七
条
の
二
第
二
項
又
は
第
三
項
の

規
定
に
よ
り
通
知
行
政
庁
の
変
更
の
通
知
を
し
よ
う
と

す
る
者
は
、
様
式
第
十
四
の
三
に
よ
る
通
知
書
を
経
済

産
業
大
臣
又
は
従
前
の
通
知
を
し
た
都
道
府
県
知
事
に

提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
通
知
事
項
の
変
更
の
通
知
）

第
十
条
の
四
　
法
第
十
七
条
の
二
第
四
項
に
お
い
て
読
み

替
え
て
準
用
す
る
法
第
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
変

更
の
通
知
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第
十
四
の
四

に
よ
る
通
知
書
及
び
当
該
通
知
に
係
る
変
更
が
法
人
の

役
員
に
係
る
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
そ
の
者
が
法
第
六

条
第
一
項
第
一
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
該
当
し
な
い
者

で
あ
る
こ
と
を
誓
約
す
る
書
面
を
経
済
産
業
大
臣
又
は

都
道
府
県
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
廃
止
の
通
知
）

第
十
条
の
五
　
法
第
十
七
条
の
二
第
四
項
に
お
い
て
読
み

替
え
て
準
用
す
る
法
第
十
一
条
の
規
定
に
よ
り
電
気
工

事
業
の
廃
止
の
通
知
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
様
式
第

十
四
の
五
に
よ
る
通
知
書
を
法
第
十
七
条
の
二
第
一
項

の
規
定
に
よ
る
通
知
を
し
た
経
済
産
業
大
臣
又
は
都
道

府
県
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
三
章
　
業
務

（
器
具
）

第
十
一
条
　
法
第
二
十
四
条
の
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る

器
具
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
　
自
家
用
電
気
工
事
の
業
務
を
行
う
営
業
所
に
あ
つ

て
は
、
絶
縁
抵
抗
計
、
接
地
抵
抗
計
、
抵
抗
及
び
交

流
電
圧
を
測
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
回
路
計
、
低
圧

検
電
器
、
高
圧
検
電
器
、
継
電
器
試
験
装
置
並
び
に

絶
縁
耐
力
試
験
装
置
（
継
電
器
試
験
装
置
及
び
絶
縁

耐
力
試
験
装
置
に
あ
つ
て
は
、
必
要
な
と
き
に
使
用

し
得
る
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
も
の
を
含
む
。
）

二
　
一
般
用
電
気
工
事
の
み
の
業
務
を
行
う
営
業
所
に

あ
つ
て
は
、
絶
縁
抵
抗
計
、
接
地
抵
抗
計
並
び
に
抵

抗
及
び
交
流
電
圧
を
測
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
回

路
計

（
標
識
の
掲
示
）

第
十
二
条
　
法
第
二
十
五
条
の
経
済
産
業
省
令
で
定
め
る

事
項
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

1



一
　
登
録
電
気
工
事
業
者
に
あ
つ
て
は
、
次
に
掲
げ
る

事
項

イ
　
氏
名
又
は
名
称
及
び
法
人
に
あ
つ
て
は
、
そ
の

代
表
者
の
氏
名

ロ
　
営
業
所
の
名
称
及
び
当
該
営
業
所
の
業
務
に
係

る
電
気
工
事
の
種
類

ハ
　
登
録
の
年
月
日
及
び
登
録
番
号

ニ
　
主
任
電
気
工
事
士
等
の
氏
名

二
　
通
知
電
気
工
事
業
者
に
あ
つ
て
は
、
次
に
掲
げ
る

事
項

イ
　
氏
名
又
は
名
称
及
び
法
人
に
あ
つ
て
は
、
そ
の

代
表
者
の
氏
名

ロ
　
営
業
所
の
名
称

ハ
　
法
第
十
七
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
通
知

の
年
月
日
及
び
通
知
先

２
　
法
第
二
十
五
条
の
規
定
に
よ
り
、
登
録
電
気
工
事
業

者
は
様
式
第
十
五
に
よ
る
標
識
を
、
通
知
電
気
工
事
業

者
は
様
式
第
十
五
の
二
に
よ
る
標
識
を
、
そ
の
営
業
所

及
び
電
気
工
事
の
施
工
場
所
ご
と
に
掲
げ
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
た
だ
し
、
電
気
工
事
が
一
日
で
完
了
す
る
場

合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
電
気
工
事
の
施
工
場
所
に
つ
い

て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

３
　
法
第
三
十
四
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
登
録
電
気
工

事
業
者
と
み
な
さ
れ
た
者
（
以
下
「
み
な
し
登
録
電
気

工
事
業
者
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
は
、
前
二
項
の
規

定
は
、
第
一
項
第
一
号
ハ
中
「
登
録
の
年
月
日
及
び
登

録
番
号
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
三
十
四
条
第
四
項
若
し

く
は
附
則
第
三
条
第
二
項
又
は
電
気
工
事
士
法
及
び
電

気
工
事
業
の
業
務
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
（
昭
和
六
十
二
年
法
律
第
八
十
四
号
）

第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法
第
三
十
四
条
第
三

項
の
規
定
に
よ
る
届
出
の
年
月
日
及
び
届
出
先
」
と
、

前
項
中
「
様
式
第
十
五
」
と
あ
る
の
は
「
様
式
第
十

六
」
と
読
み
替
え
て
適
用
す
る
。

４
　
法
第
三
十
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
通
知
電
気
工

事
業
者
と
み
な
さ
れ
た
者
（
以
下
「
み
な
し
通
知
電
気

工
事
業
者
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
は
、
第
一
項
及
び

第
二
項
の
規
定
は
、
第
一
項
第
二
号
ハ
中
「
法
第
十
七

条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
の
年
月
日
及
び
通

知
先
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
三
十
四
条
第
五
項
又
は
電

気
工
事
士
法
及
び
電
気
工
事
業
の
業
務
の
適
正
化
に
関

す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
十
三
条
第

二
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
の
年
月
日
及
び
通
知
先
」

と
、
第
二
項
中
「
様
式
第
十
五
の
二
」
と
あ
る
の
は

「
様
式
第
十
六
の
二
」
と
読
み
替
え
て
適
用
す
る
。

（
帳
簿
）

第
十
三
条
　
法
第
二
十
六
条
の
規
定
に
よ
り
、
電
気
工
事

業
者
は
、
そ
の
営
業
所
ご
と
に
帳
簿
を
備
え
、
電
気
工

事
ご
と
に
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

一
　
注
文
者
の
氏
名
ま
た
は
名
称
お
よ
び
住
所

二
　
電
気
工
事
の
種
類
お
よ
び
施
工
場
所

三
　
施
工
年
月
日

四
　
主
任
電
気
工
事
士
等
お
よ
び
作
業
者
の
氏
名

五
　
配
線
図

六
　
検
査
結
果

２
　
前
項
の
帳
簿
は
、
記
載
の
日
か
ら
五
年
間
保
存
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
電
磁
的
方
法
に
よ
る
保
存
）

第
十
三
条
の
二
　
前
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
が
、

電
磁
的
方
法
（
電
子
的
方
法
、
磁
気
的
方
法
そ
の
他
の

人
の
知
覚
に
よ
つ
て
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
法

を
い
う
。
）
に
よ
り
記
録
さ
れ
、
当
該
記
録
が
必
要
に

応
じ
電
子
計
算
機
そ
の
他
の
機
器
を
用
い
て
直
ち
に
表

示
さ
れ
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
し
て
保
存
さ
れ
る
と

き
は
、
当
該
記
録
の
保
存
を
も
つ
て
法
第
二
十
六
条
に

規
定
す
る
当
該
事
項
が
記
載
さ
れ
た
帳
簿
の
保
存
に
代

え
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
　
前
項
の
規
定
に
よ
る
保
存
を
す
る
場
合
に
は
、
経
済

産
業
大
臣
が
定
め
る
基
準
を
確
保
す
る
よ
う
努
め
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

第
四
章
　
雑
則

（
立
入
検
査
の
身
分
証
明
書
）

第
十
四
条
　
法
第
二
十
九
条
第
二
項
の
証
明
書
は
、
様
式

第
十
七
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

（
意
見
聴
取
会
）

第
十
五
条
　
法
第
三
十
一
条
第
一
項
の
意
見
の
聴
取
は
、

行
政
不
服
審
査
法
（
平
成
二
十
六
年
法
律
第
六
十
八

号
）
第
十
一
条
第
二
項
に
規
定
す
る
審
理
員
が
議
長
と

し
て
主
宰
す
る
意
見
聴
取
会
に
よ
つ
て
行
う
。

（
意
見
聴
取
会
の
予
告
）

第
十
六
条
　
議
長
は
、
意
見
聴
取
会
を
開
こ
う
と
す
る
と

き
は
、
意
見
聴
取
会
の
期
日
の
二
十
一
日
前
ま
で
に
、

意
見
聴
取
会
の
期
日
、
場
所
及
び
事
案
の
内
容
を
審
査

請
求
人
及
び
参
加
人
に
予
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
参
考
人
）

第
十
七
条
　
議
長
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、

関
係
行
政
庁
の
職
員
及
び
学
識
経
験
の
あ
る
者
そ
の
他

参
考
人
に
意
見
聴
取
会
へ
の
出
席
を
求
め
る
こ
と
が
で

き
る
。

（
利
害
関
係
人
）

第
十
八
条
　
利
害
関
係
人
（
参
加
人
を
除
く
。
）
又
は
そ

の
代
理
人
と
し
て
意
見
聴
取
会
に
出
席
し
よ
う
と
す
る

者
は
、
文
書
を
も
つ
て
、
当
該
事
案
に
つ
い
て
利
害
関

係
の
あ
る
こ
と
を
疎
明
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
意
見
聴
取
会
に
お
け
る
陳
述
等
）

第
十
九
条
　
意
見
聴
取
会
に
お
い
て
、
議
長
は
、
最
初
に

審
査
請
求
人
又
は
そ
の
代
理
人
に
審
査
請
求
の
要
旨
及

び
理
由
を
陳
述
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
意
見
聴
取
会
で
審
査
請
求
人
又
は
そ
の
代
理
人
が
出

席
し
て
い
な
い
と
き
は
、
議
長
は
、
審
査
請
求
書
の
朗

読
を
も
つ
て
そ
の
陳
述
に
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
議
長
の
議
事
整
理
権
）

第
二
十
条
　
議
長
は
、
意
見
聴
取
会
の
秩
序
を
維
持
す
る

た
め
に
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
秩
序
を
乱
し
、
又

は
不
穏
な
言
動
を
す
る
者
を
退
去
さ
せ
る
こ
と
が
で
き

る
。

（
期
日
又
は
場
所
の
変
更
）

第
二
十
一
条
　
議
長
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き

は
、
意
見
聴
取
会
を
延
期
し
、
又
は
続
行
す
る
こ
と
が

で
き
る
。
こ
の
場
合
は
、
議
長
は
、
次
回
の
期
日
及
び

場
所
を
定
め
、
こ
れ
を
審
査
請
求
人
及
び
参
加
人
又
は

こ
れ
ら
の
代
理
人
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
調
書
）

第
二
十
二
条
　
議
長
は
、
意
見
聴
取
会
に
つ
い
て
調
書
を

作
成
し
、
当
該
事
案
の
記
録
を
つ
づ
ら
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

２
　
前
項
の
調
書
に
は
、
次
の
事
項
を
記
載
し
、
議
長
が

記
名
押
印
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
事
案
の
表
示

二
　
意
見
聴
取
会
の
期
日
及
び
場
所

三
　
議
長
の
職
名
及
び
氏
名

四
　
審
査
請
求
人
又
は
出
席
し
た
そ
の
代
理
人
の
住
所

及
び
氏
名

五
　
出
席
し
た
利
害
関
係
人
又
は
そ
の
代
理
人
の
住
所

及
び
氏
名

六
　
出
席
し
た
行
政
庁
の
職
員
及
び
学
識
経
験
の
あ
る

者
そ
の
他
の
参
考
人
の
氏
名

七
　
弁
論
及
び
陳
述
又
は
こ
れ
ら
の
要
旨

八
　
証
拠
が
提
示
さ
れ
た
と
き
は
、
そ
の
旨
及
び
証
拠

の
標
目

九
　
そ
の
他
意
見
聴
取
会
の
経
過
に
関
す
る
主
要
な

事
項

（
調
書
の
閲
覧
）

第
二
十
三
条
　
審
査
請
求
人
又
は
そ
の
代
理
人
は
、
当
該

事
案
の
記
録
を
閲
覧
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
参
加
人
そ

の
他
書
面
を
も
つ
て
当
該
事
案
に
つ
い
て
利
害
関
係
の

あ
る
こ
と
を
疎
明
し
た
者
及
び
そ
の
代
理
人
も
、
同
様

と
す
る
。

（
聴
聞
）

第
二
十
三
条
の
二
　
行
政
手
続
法
（
平
成
五
年
法
律
第
八

十
八
号
）
第
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
は
、

聴
聞
を
行
う
べ
き
期
日
の
二
十
一
日
前
ま
で
に
行
わ
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
意
見
聴
取
会
に
関
す
る
規
定
の
準
用
）

第
二
十
三
条
の
三
　
第
二
十
三
条
の
規
定
は
、
聴
聞
に
準

用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
「
審
査
請
求
人
」
と

あ
る
の
は
、
「
当
事
者
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

（
み
な
し
登
録
電
気
工
事
業
者
の
届
出
）

第
二
十
四
条
　
法
第
三
十
四
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
、

み
な
し
登
録
電
気
工
事
業
者
は
、
電
気
工
事
業
を
開
始

し
た
と
き
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
様
式
第

十
八
に
よ
る
届
出
書
を
経
済
産
業
大
臣
又
は
都
道
府
県

知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
つ
て

は
、
そ
の
代
表
者
の
氏
名

二
　
建
設
業
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
号
）
第
三

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
を
受
け
た
年
月
日
及

び
許
可
番
号

三
　
電
気
工
事
業
を
開
始
し
た
年
月
日

四
　
電
気
工
事
業
を
営
む
営
業
所
の
名
称
及
び
所
在
の

場
所
並
び
に
当
該
営
業
所
の
業
務
に
係
る
電
気
工
事

の
種
類

五
　
主
任
電
気
工
事
士
等
の
氏
名
並
び
に
そ
の
者
が
交

付
を
受
け
た
電
気
工
事
士
免
状
の
種
類
及
び
交
付

番
号

２
　
前
項
の
届
出
書
に
は
次
の
書
類
を
添
附
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

一
　
第
二
条
第
二
項
第
二
号
お
よ
び
第
四
号
に
掲
げ
る

書
面

二
　
主
任
電
気
工
事
士
等
（
届
出
者
で
あ
る
者
を
除

く
。
）
が
届
出
者
の
役
員
ま
た
は
従
業
員
で
あ
る
こ

と
を
証
す
る
書
面

第
二
十
五
条
　
法
第
三
十
四
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
、

み
な
し
登
録
電
気
工
事
業
者
は
、
前
条
第
一
項
第
一

号
、
第
二
号
、
第
四
号
又
は
第
五
号
に
掲
げ
る
事
項
に

変
更
が
あ
つ
た
と
き
は
、
様
式
第
十
九
に
よ
る
届
出
書

を
経
済
産
業
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
に
提
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
変
更
が

営
業
所
の
設
置
又
は
主
任
電
気
工
事
士
等
に
係
る
も
の

で
あ
る
と
き
は
、
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を

添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
法
第
三
十
四
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
、
み
な
し
登

録
電
気
工
事
業
者
は
、
電
気
工
事
業
を
廃
止
し
た
と
き

は
、
様
式
第
二
十
に
よ
る
届
出
書
を
経
済
産
業
大
臣
又

は
都
道
府
県
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
み
な
し
通
知
電
気
工
事
業
者
の
通
知
）

第
二
十
六
条
　
法
第
三
十
四
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
、

み
な
し
通
知
電
気
工
事
業
者
は
、
電
気
工
事
業
を
開
始
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し
た
と
き
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
様
式
第

二
十
一
に
よ
る
通
知
書
を
経
済
産
業
大
臣
又
は
都
道
府

県
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
つ
て

は
、
そ
の
代
表
者
の
氏
名

二
　
建
設
業
法
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
を

受
け
た
年
月
日
及
び
許
可
番
号

三
　
電
気
工
事
業
を
開
始
し
た
年
月
日

四
　
電
気
工
事
業
を
営
む
営
業
所
の
名
称
及
び
所
在
の

場
所

第
二
十
七
条
　
法
第
三
十
四
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
、

み
な
し
通
知
電
気
工
事
業
者
は
、
前
条
第
一
号
、
第
二

号
又
は
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
に
変
更
が
あ
つ
た
と
き

は
、
様
式
第
二
十
二
に
よ
る
通
知
書
を
経
済
産
業
大
臣

又
は
都
道
府
県
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
法
第
三
十
四
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
、
み
な
し
通

知
電
気
工
事
業
者
は
、
電
気
工
事
業
を
廃
止
し
た
と
き

は
、
様
式
第
二
十
三
に
よ
る
通
知
書
を
経
済
産
業
大
臣

又
は
都
道
府
県
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
条
例
等
に
係
る
適
用
除
外
）

第
二
十
八
条
　
第
二
条
第
一
項
、
第
三
条
、
第
四
条
、
第

五
条
、
第
六
条
、
第
七
条
、
第
八
条
、
第
九
条
、
第
十

条
、
第
十
条
の
三
、
第
十
条
の
四
、
第
十
条
の
五
、
第

十
四
条
、
第
二
十
四
条
、
第
二
十
五
条
、
第
二
十
六
条

及
び
第
二
十
七
条
並
び
に
附
則
第
二
条
、
第
三
条
、
第

四
条
及
び
第
五
条
（
都
道
府
県
知
事
の
事
務
に
係
る
部

分
に
限
る
。
）
の
規
定
は
、
都
道
府
県
の
条
例
、
規
則
、

そ
の
他
の
定
め
に
別
段
の
定
め
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の

限
度
に
お
い
て
適
用
し
な
い
。

附
　
則

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
法
の
施
行
の
日
（
昭
和
四
十
五

年
十
一
月
二
十
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
電
気
工
事
士
法
及
び
電
気
工
事
業
の
業
務
の
適

正
化
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
以
下

「
改
正
法
」
と
い
う
。
）
附
則
第
十
一
条
第
四
項
の
規
定

に
よ
り
登
録
行
政
庁
の
変
更
の
届
出
を
し
よ
う
と
す
る

者
は
、
様
式
第
二
十
四
に
よ
る
届
出
書
を
従
前
の
登
録

を
し
た
都
道
府
県
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

第
三
条
　
改
正
法
附
則
第
十
二
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り

通
知
を
し
よ
う
と
す
る
者
（
以
下
「
通
知
者
」
と
い

う
。
）
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
様
式
第
二

十
五
に
よ
る
通
知
書
を
通
商
産
業
大
臣
又
は
都
道
府
県

知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
つ
て

は
、
そ
の
代
表
者
の
氏
名

二
　
営
業
所
の
名
称
及
び
所
在
の
場
所

三
　
法
人
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
役
員
の
氏
名

２
　
前
項
の
通
知
書
に
は
、
通
知
者
が
法
第
六
条
第
一
項

第
一
号
か
ら
第
五
号
ま
で
に
該
当
し
な
い
者
で
あ
る
こ

と
を
誓
約
す
る
書
面
及
び
通
知
者
が
法
人
で
あ
る
場
合

に
あ
つ
て
は
、
そ
の
法
人
の
登
記
簿
の
謄
本
を
添
付
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
四
条
　
改
正
法
附
則
第
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り

届
出
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記

載
し
た
様
式
第
二
十
六
に
よ
る
届
出
書
を
通
商
産
業
大

臣
又
は
都
道
府
県
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

一
　
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
つ
て

は
、
そ
の
代
表
者
の
氏
名

二
　
改
正
法
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
法
第
三

十
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
の
年
月
日

三
　
自
家
用
電
気
工
事
に
係
る
電
気
工
事
業
を
行
う
営

業
所
の
名
称
及
び
所
在
の
場
所

第
五
条
　
改
正
法
附
則
第
十
三
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り

通
知
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記

載
し
た
様
式
第
二
十
七
に
よ
る
通
知
書
を
通
商
産
業
大

臣
又
は
都
道
府
県
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

一
　
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
つ
て

は
、
そ
の
代
表
者
の
氏
名

二
　
建
設
業
法
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
許
可
を

受
け
た
年
月
日
及
び
許
可
番
号

三
　
電
気
工
事
業
を
営
む
営
業
所
の
名
称
及
び
所
在
の

場
所附

　
則
　
（
昭
和
五
〇
年
三
月
二
六
日
通
商
産
業

省
令
第
一
九
号
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
建
設
業
法
（
昭
和
二
十

四
年
法
律
第
百
号
）
第
五
条
の
規
定
に
基
づ
き
許
可
の

申
請
を
し
て
い
る
電
気
工
事
業
者
で
あ
つ
て
、
建
設
業

法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
六
年
法
律
第

三
十
一
号
）
附
則
第
四
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
て
い

る
も
の
に
つ
い
て
は
、
当
該
申
請
に
係
る
処
分
が
な
さ

れ
る
ま
で
の
間
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
規
定

に
か
か
わ
ら
ず
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
六
三
年
九
月
一
日
通
商
産
業
省

令
第
四
二
号
）
　
抄

１
　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
六
年
九
月
三
〇
日
通
商
産
業
省

令
第
六
六
号
）

（
施
行
期
日
）

こ
の
省
令
は
、
行
政
手
続
法
の
施
行
の
日
（
平
成
六

年
十
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
七
年
一
二
月
一
日
通
商
産
業
省

令
第
一
〇
一
号
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
電
気
事
業
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
（
平
成
七
年
法
律
第
七
十
五
号
）
の
施
行
の
日
（
平

成
七
年
十
二
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
存
す
る
こ
の
省
令
に
よ

る
改
正
前
の
電
気
工
事
士
法
施
行
規
則
の
様
式
及
び
電

気
工
事
業
の
業
務
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則

の
様
式
に
基
づ
く
用
紙
に
つ
い
て
は
、
平
成
八
年
三
月

三
十
一
日
ま
で
の
間
は
、
こ
れ
を
使
用
す
る
こ
と
が
で

き
る
。附

　
則
　
（
平
成
九
年
三
月
二
七
日
通
商
産
業
省

令
第
三
九
号
）
　
抄

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
一
年
四
月
一
日
通
商
産
業
省

令
第
五
一
号
）

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
二
年
三
月
三
〇
日
通
商
産
業

省
令
第
五
七
号
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
十
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
。

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
前
に
さ
れ
た
電
気
工
事
業
の
業
務

の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
の
規
定
に
よ
る
審
査
請
求
又

は
異
議
申
立
て
に
係
る
意
見
の
聴
取
に
関
す
る
手
続
に

つ
い
て
は
、
こ
の
省
令
の
施
行
後
も
、
な
お
従
前
の
例

に
よ
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
二
年
一
〇
月
三
一
日
通
商
産

業
省
令
第
三
一
三
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
十
三
年
一
月
六
日
か
ら
施
行
す

る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
三
年
三
月
二
九
日
経
済
産
業

省
令
第
九
九
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
商
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
及

び
商
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関

係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
平
成
十

三
年
四
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
七
年
三
月
四
日
経
済
産
業
省

令
第
一
四
号
）

こ
の
省
令
は
、
不
動
産
登
記
法
の
施
行
の
日
（
平
成

十
七
年
三
月
七
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
七
年
三
月
一
一
日
経
済
産
業

省
令
第
二
一
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
十
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
八
年
三
月
三
一
日
経
済
産
業

省
令
第
三
八
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
十
八
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
八
年
三
月
二
九
日
経
済
産
業

省
令
第
四
三
号
）

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
八
年
四
月
一
日
か
ら
施
行

す
る
。附

　
則
　
（
令
和
元
年
七
月
一
日
経
済
産
業
省
令

第
一
七
号
）

こ
の
省
令
は
、
不
正
競
争
防
止
法
等
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
令
和
元
年
七
月
一
日
）
か
ら

施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
二
年
一
二
月
二
八
日
経
済
産
業

省
令
第
九
二
号
）

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
こ
の
省
令
に

よ
る
改
正
前
の
様
式
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
様
式
」
と

い
う
。
）
に
よ
り
使
用
さ
れ
て
い
る
書
類
（
第
九
十
二

条
に
よ
る
改
正
前
の
電
気
事
業
法
等
の
一
部
を
改
正
す

る
等
の
法
律
の
施
行
に
伴
う
経
過
措
置
に
関
す
る
省
令

様
式
第
十
三
を
除
く
。
）
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正

後
の
様
式
に
よ
る
も
の
と
み
な
す
。

２
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
あ
る
旧
様
式
に
よ
る
用

紙
（
第
九
十
二
条
に
よ
る
改
正
前
の
電
気
事
業
法
等
の

一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
の
施
行
に
伴
う
経
過
措
置

に
関
す
る
省
令
様
式
第
十
三
を
除
く
。
）
に
つ
い
て
は
、

当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で

き
る
。附

　
則
　
（
令
和
四
年
一
二
月
一
四
日
経
済
産
業

省
令
第
九
六
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
省
令
は
、
高
圧
ガ
ス
保
安
法
等
の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
（
令
和
四
年
法
律
第
七
十
四
号
）
附
則
第
一

条
第
三
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
（
令
和
五
年
三

月
二
十
日
）
か
ら
施
行
す
る
。
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様
式
第
１
（
第
２
条
）

様式第1(第2条) 

登録電気工事業者登録申請書  

× 整 理 番 号  

× 審 査 結 果  

×受理年月日 年 月 日 

× 登 録 番 号  

年  月  日  

        殿 

住 所                

氏名又は名称             

法人にあつては代表者の氏名      

  電気工事業の業務の適正化に関する法律第3条第1項の登録を受けたいので、同法第4条

第1項の規定により次のとおり申請します。 

 1 営業所等 

営業所の名称 所在の場所 
電気工事の種

類  

主任電気工事

士等の氏名  

電気工事士免状の

種類及び交付番号 

     

 2 法人にあつては、その役員の氏名 

 

                                         

 (備考)1 この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 

    2 ×印の項は、記載しないこと。 

    3 電気工事の種類の欄には、「一般用電気工作物等」又は「自家用電気工作物」

を記載すること。 

    4 主任電気工事士等の氏名の欄には、その者が法第19条第2項に該当する場合に

あつては※印を付すること。 

    5 自家用電気工作物に係る電気工事のみを行つている営業所については、主任電

気工事士等の氏名の欄及び電気工事士免状の種類及び交付番号の欄には記載す

ることを要しない。 

    6 経済産業大臣の登録を受けようとする者にあつては、登録免許税の領収証書を

裏面にはり付けること。 

様
式
第
２
（
第
２
条
）

様式第2(第2条) 

収入印紙等は

りつけ欄  
 
消印を押して

はならない。 

 

登録電気工事業者更新登録申請書 
× 整 理 番 号  

× 審 査 結 果  

×受理年月日 年 月 日 

 × 登 録 番 号  

年  月  日  

        殿 

住 所                

氏名又は名称             

法人にあつては代表者の氏名      

  電気工事業の業務の適正化に関する法律第3条第3項の登録を受けたいので、同法第4条

第1項の規定により次のとおり申請します。 

 1 現在の登録の年月日及び登録番号 

 2 営業所等 

営業所の名称 所在の場所 
電気工事の種

類  

主任電気工事

士等の氏名  

電気工事士免状の

種類及び交付番号 

     

 3 法人にあつては、その役員の氏名 

 

                                         

 (備考)1 この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 

    2 ×印の項は、記載しないこと。 

    3 電気工事の種類の欄には、「一般用電気工作物等」又は「自家用電気工作物」

を記載すること。 

    4 主任電気工事士等の氏名の欄には、その者が法第19条第2項に該当する場合に

あつては※印を付すること。 

    5 自家用電気工作物に係る電気工事のみを行つている営業所については、主任電

気工事士等の氏名の欄及び電気工事士免状の種類及び交付番号の欄には記載す

ることを要しない。 

様
式
第
３
（
第
３
条
）

様式第3（第3条）（昭63通産令42・全改、令元経産令17・一部改正） 表 登録年月日年月日 登録番号登録第号 有効期間満了 年月日 年月日 氏名 又は名称 住所 代表者の氏名 登録電気工事業者登録簿 法人である場 合に限る。 役員の氏名 業務を執行す る社員、取締 役又はこれら に準ずる者 （備考）この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 裏 電気工事主任電気工事 電気工事士免状の 営業所の名称所在の場所 の種類士等の氏名 種類及び交付番号 登録電気工事業者登録簿 行政処分に関する事項備考 （備考）自家用電気工作物に係る電気工事のみを行つている営業所については、主任電気工事士等の氏名の欄及び電気工事士免状の種類及び交付番号の欄には記載することを要しない。  

様
式
第
４
（
第
４
条
）

様式第4（第4条）（昭63通産令42・平7通産令101・平12通産令313・平17経産令21・令元経産令17・一部改正） 登録電気工事業者登録証 住所 氏名又は名称 上記の者について、次のとおり電気工事業の業務の適正化に関する法律第3条第1項（第3項）の登録をしたことを証明します。 年月日 経済産業大臣 （産業保安監督部長）名 （知事） 1登録の年月日年月日 2登録番号登録第号 3電気工事の種類 （備考）この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。  
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様
式
第
５
（
第
５
条
）

様式第5（第5条）（昭63通産令42・平7通産令101・平11通産令51・令元経産令17・一部改正） ×整理番号 登録行政庁変更届出書 ×受理年月日年月日 年月日 殿 住所 氏名又は名称 法人にあつては代表者の氏名 電気工事業の業務の適正化に関する法律第8条第2項（第3項）の規定により、次のとおり届け出ます。 1従前の登録の年月日及び登録番号 2新たに登録をした行政庁、登録の年月日及び登録番号 （備考）1この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2×印の項は、記載しないこと。  

様
式
第
６
（
第
６
条
）

様式第6（第6条）（昭63通産令42・平7通産令101・平11通産令51・平12通産令57・令元経産令17・一部改正） 収入印紙等のは りつけ欄 ×整理番号 登録電気工事業者承継届出書 消印を押して×受理年月日年月日 はならない。 年月日 殿 住所 氏名又は名称 法人にあつては代表者の氏名 登録電気工事業者の地位を承継したので、電気工事業の業務の適正化に関する法律第9条第3項（当該承継により登録証に記載された事項に変更があつたときは、第9条第3項及び第10条）の規定により、次のとおり届け出ます。 承継の原因 被承継者が登録 を受けた年月日 及び登録番号 承継者が登録を 受けた年月日及 び登録番号 被承継者に関する登録証の添付の有無 （備考）1この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2×印の項は、記載しないこと。  

様
式
第
７
（
第
６
条
）

様式第7（第6条）（昭63通産令42・全改、平7通産令101・平11通産令51・平12通産令57・令元経産令17・一部改正） 収入印紙等はり つけ欄 ×整理番号 登録電気工事業者承継届出書 消印を押して×受理年月日年月日 はならない。 年月日 殿 住所 氏名又は名称 法人にあつては代表者の氏名 登録電気工事業者の地位を承継したので、電気工事業の業務の適正化に関する法律第9条第3項（当該承継により登録証に記載された事項に変更があつたときは、第9条第3項及び第10条）の規定により、次のとおり届け出ます。 承継の原因 氏名又は名称 法人にあつてはその 代表者の氏名 住所 登録を受けた年月日 及び登録番号 法人にあつてはその 被承継者に 役員の氏名 営業所の名称及び所 関する事項 在の場所並びに当該 営業所の業務に係る 電気工事の種類 主任電気工事士等の 氏名 電気工事士免状の種 類及び交付番号 登録を受けた年月日 及び登録番号 法人にあつてはその 役員の氏名 営業所の名称及び所 承継者に関 在の場所並びに当該 営業所に係る電気工 する事項 事の種類 主任電気工事士等の 氏名 電気工事士免状の種 類及び交付番号 被承継者に関する登録証の添付の有無 （備考）1この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2×印の項は、記載しないこと。 3営業所が2以上の場合は、必要に応じ欄を設けること。 
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様
式
第
８
（
第
６
条
）

様式第8（第6条）（昭63通産令42・平7通産令101・平11通産令51・令元経産令17・一部改正） ×整理番号 電気工事業譲渡証明書 ×受理年月日年月日 年月日 殿 譲り渡した者住所 氏名又は名称 法人にあつては代表者の氏名 譲り受けた者住所 氏名又は名称 法人にあつては代表者の氏名 次のとおり電気工事業の譲渡について証明します。 1登録を受けた年月日及び登録番号 2営業所の名称及び所在の場所並びに当該営業所の業務に係る電気工事の種類 3譲渡の年月日 （備考）1この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2×印の項は、記載しないこと。  

様
式
第
９
（
第
６
条
）

様式第9（第6条）（昭63通産令42・平7通産令101・平11通産令51・令元経産令17・令2経産令92・一部改正） ×整理番号 登録電気工事業者相続同意証明書 ×受理年月日年月日 年月日 殿 住所 証明者 氏名 次のとおり登録電気工事業者について相続がありましたことを証明します。 1被相続人の氏名及び住所 2登録の年月日及び登録番号 3登録電気工事業者の地位を承継するものとして選定された者の氏名及び住所 4相続開始の年月日 （備考）1この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2証明者の項は、登録電気工事業者の地位を承継するものとして選定された者以外の相続人全員が記名すること。 3×印の項は、記載しないこと。  

様
式
第
１
０
（
第
６
条
）

様式第10（第6条）（昭63通産令42・平7通産令101・平11通産令51・令元経産令17・令2経産令92・一部改正） ×整理番号 登録電気工事業者相続証明書 ×受理年月日年月日 年月日 殿 住所 証明者 氏名 次のとおり登録電気工事業者について相続がありましたことを証明します。 1被相続人の氏名及び住所 2登録の年月日及び登録番号 3登録電気工事業者の地位を承継した者の氏名及び住所 4相続開始の年月日 （備考）1この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2証明者は二人以上とすること。 3×印の項は、記載しないこと。  

様
式
第
１
０
の
２
（
第
６
条
）

様式第10の2（第6条）（平13経産令99・追加、令元経産令17・一部改正） ×整理番号 ×受理年月日 年月日 電気工事業承継証明書 年月日 殿 被承継者住所 名称 代表者の氏名 承継者住所 名称 代表者の氏名 次のとおり電気工事業の承継について証明します。 1登録を受けた年月日及び登録番号 2営業所の名称及び所在の場所並びに当該営業所の業務に係る電気工事の種類 3承継の年月日 （備考）1この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2×印の項は、記載しないこと。  
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様
式
第
１
１
（
第
７
条
）

様式第11（第7条）（昭63通産令42・平7通産令101・平11通産令51・令元経産令17・一部改正） 収入印紙等はり つけ欄 ×整理番号 登録事項等変更届出書 消印を押して×受理年月日年月日 はならない。 年月日 殿 住所 氏名又は名称 法人にあつては代表者の氏名 登録電気工事業者の登録事項に変更がありましたので、電気工事業の業務の適正化に関する法律第10条第1項の規定により、登録証を添えて次のとおり届け出ます。 1登録の年月日及び登録番号 2変更事項の内容 従前の内容変更後の内容 3変更の年月日 4変更の理由 （備考）1この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2×印の項は、記載しないこと。 3登録証の添付が必要でない場合は、「登録証を添えて」を削除すること。  

様
式
第
１
２
（
第
８
条
）

様式第12（第8条）（昭63通産令42・平7通産令101・平11通産令51・令元経産令17・一部改正） ×整理番号 電気工事業廃止届出書 ×受理年月日年月日 年月日 殿 住所 氏名又は名称 法人にあつては代表者の氏名 電気工事業を廃止したので、電気工事業の業務の適正化に関する法律第11条の規定により、次のとおり届け出ます。 1登録の年月日及び登録番号 2事業を廃止した年月日 3事業を廃止した理由 （備考）1この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2×印の項は、記載しないこと。  

様
式
第
１
３
（
第
９
条
）

様式第13（第9条）（平7通産令101・平11通産令51・令元経産令17・一部改正） ×整理番号 収入印紙等はり つけ欄 登録証再交付申請書 ×受理年月日年月日 消印を押して再交付年月 ×年月日 はならない。日 年月日 殿 住所 氏名又は名称 法人にあつては代表者の氏名 登録証の再交付を受けたいので、電気工事業の業務の適正化に関する法律第12条の規定により、次のとおり申請します。 1登録の年月日および登録番号 2再交付の理由 （備考）1この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2×印の項は、記載しないこと。  

様
式
第
１
４
（
第
１
０
条
）

様式第14（第10条）（昭63通産令42・平7通産令101・平11通産令51・令元経産令17・一部改正） ×整理番号 収入印紙等はり 登録電気工事業者登録簿 つけ欄 謄本交付（閲覧）請求書 ×受理年月日年月日 消印を押して ×交付年月日年月日 はならない。 年月日 殿 住所 請求者 氏名 電気工事業の業務の適正化に関する法律第16条の規定により、登録電気工事業者登録簿の謄本交付（閲覧）を次のとおり請求します。 1謄本交付（閲覧）を請求しようとする登録電気工事業者の登録の年月日及び登録番号 2謄本交付の枚数（閲覧の回数）及び手数料の額 3謄本交付（閲覧）を請求する理由 （備考）1この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2×印の項は、記載しないこと。 3目的に応じ謄本交付又は閲覧に関する字句を消すこと。  
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様
式
第
１
４
の
２
（
第
１
０
条
の
２
）

様式第14の2（第10条の2）（昭63通産令42・追加、平7通産令101・平11通産令51・令元経産令17・令2経産令92・一部改正） ×整理番号 電気工事業開始通知書 ×受理年月日年月日 年月日 殿 住所 氏名又は名称 法人にあつては代表者の氏名 電気工事業の業務の適正化に関する法律第17条の2第1項の規定により、次のとおり通知します。 1営業所 営業所の名称所在の場所 2法人にあつては、その役員の氏名 3電気工事業の開始予定年月日 （備考）1この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2×印の項は、記載しないこと。  

様
式
第
１
４
の
３
（
第
１
０
条
の
３
）

様式第14の3（第10条の3）（昭63通産令42・追加、平7通産令101・平11通産令51・令元経産令17・一部改正） ×整理番号 通知行政庁変更通知書 ×受理年月日年月日 年月日 殿 住所 氏名又は名称 法人にあつては代表者の氏名 電気工事業の業務の適正化に関する法律第17条の2第2項（第3項）の規定により、次のとおり通知します。 1電気工事業の業務の適正化に関する法律第17条の2第1項の規定による従前の通知の年月日 2新たに通知をした行政庁及び通知の年月日 （備考）1この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2×印の項は、記載しないこと。  

様
式
第
１
４
の
４
（
第
１
０
条
の
４
）

様式第14の4（第10条の4）（昭63通産令42・追加、平7通産令101・平11通産令51・令元経産令17・一部改正） ×整理番号 通知事項変更通知書 ×受理年月日年月日 年月日 殿 住所 氏名又は名称 法人にあつては代表者の氏名 通知電気工事業者の通知事項に変更がありましたので、電気工事業の業務の適正化に関する法律第17条の2第4項において読み替えて準用する同法第10条第1項の規定により、次のとおり通知します。 1電気工事業の業務の適正化に関する法律第17条の2第1項の規定による通知の年月日 2変更事項の内容 従前の内容変更後の内容 3変更の年月日 4変更の理由 （備考）1この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2×印の項は、記載しないこと。  

様
式
第
１
４
の
５
（
第
１
０
条
の
５
）

様式第14の5（第10条の5）（昭63通産令42・追加、平7通産令101・平11通産令51・令元経産令17・一部改正） ×整理番号 電気工事業廃止通知書 ×受理年月日年月日 年月日 殿 住所 氏名又は名称 法人にあつては代表者の氏名 電気工事業を廃止したので、電気工事業の業務の適正化に関する法律第17条の2第4項において読み替えて準用する同法第11条の規定により、次のとおり通知します。 1電気工事業の業務の適正化に関する法律第17条の2第1項の規定による通知の年月日 2事業を廃止した年月日 3事業を廃止した理由 （備考）1この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2×印の項は、記載しないこと。  
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様
式
第
１
５
（
第
１
２
条
）

様式第15（第12条）（昭63通産令42・全改） 35 登録電気工事業者登録票 登録番号 登録の年月日 氏名又は名称 ↑上以㎝↓ 代表者の氏名 営業所の名称 電気工事の種類 主任電気工事士等の氏名 ←40㎝以上→ （備考）営業所の名称及び主任電気工事士等の氏名は、これを掲示する営業所に係るものに限る。  

様
式
第
１
５
の
２
（
第
１
２
条
）

様式第15の2（第12条）（昭63通産令42・追加） 通知電気工事業者通知票 通知先 通知の年月日 氏名又は名称 代表者の氏名 営業所の名称 （備考）営業所の名称は、これを掲示する営業所に係るものに限る。  

様
式
第
１
６
（
第
１
２
条
）

様式第16（第12条）（昭63通産令42・全改） 35 登録電気工事業者届出済票 届出先 届出の年月日 氏名又は名称 上 以 ㎝ 代表者の氏名 営業所の名称 電気工事の種類 主任電気工事士等の氏名 40㎝以上 （備考）営業所の名称及び主任電気工事士等の氏名は、これを掲示する営業所に係るものに限る。  

様
式
第
１
６
の
２
（
第
１
２
条
）

様式第16の2（第12条）（昭63通産令42・追加） 通知電気工事業者通知済票 通知先 通知の年月日 氏名又は名称 代表者の氏名 営業所の名称 （備考）営業所の名称は、これを掲示する営業所に係るものに限る。  
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様
式
第
１
７
（
第
１
４
条
関
係
）

様式第17（第14条関係）（昭63通産令42・全改、平12通産令313・一部改正） 表 ↑ 第号職名 電気工事業の業務の適正化に関す氏名 る法律第29条の規定による立入検生年月日 査等を行う職員の身分証明書 ㎝ 6 写真添付面 発行年月日年月日 発行者 ↓ ←8．4㎝→ 裏 電気工事業の業務の適正化に関する法律抜粋 第29条経済産業大臣又は都道府県知事は、この法律の施行に必要な限度に おいて、経済産業大臣にあつては電気工事業を営むすべての者について、 都道府県知事にあつては当該都道府県の区域内で電気工事業を営む者（経 済産業大臣の登録を受けた者及び経済産業大臣に第17条の2第1項の規定 による通知をした者を除く。）について、その業務に関し必要な報告を求 め、又はその職員に営業所、電気工事の施工場所その他業務に関係のある 場所に立ち入り、その業務に関係のある帳簿書類その他の物件を検査さ せ、若しくは関係者に質問させることができる。ただし、個人の居住の用 に供されている場所は、関係者の承諾を得た場合でなければ、立ち入らせ てはならない。 2前項の規定により立入検査をしようとする職員は、その身分を示す証明 書を携帯し、関係人の請求があつたときは、これを提示しなければならな い。 3第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたも のと解釈してはならない。  

様
式
第
１
８
（
第
２
４
条
）

様式第18(第24条) 

 

電気工事業開始届出書  

× 整 理 番 号  

×受理年月日 年 月 日 

年  月  日   

        殿 

住 所                

氏名又は名称             

法人にあつては代表者の氏名      

  電気工事業を開始しましたので、電気工事業の業務の適正化に関する法律第34条第4項

の規定により、次のとおり届け出ます。 

 1 建設業法第3条第1項の規定による許可を受けた年月日及び許可番号 

 2 電気工事業を開始した年月日 

 3 営業所等 

営業所の名称 所在の場所 電気工事の種類 
主任電気工事

士等の氏名  

電気工事士免

状の種類及び

交付番号  

     

 

                                         

 

  (備考) 1 この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 

      2 ×印の項は、記載しないこと。 

      3 電気工事の種類の欄には、「一般用電気工作物等」又は「自家用電気工

作物」を記載すること。 

      4 主任電気工事士等の氏名の欄には、その者が法第19条第2項に該当する場

合にあつては※印を付すること。 

      5 自家用電気工作物に係る電気工事のみを行つている営業所については、主

任電気工事士等の氏名の欄及び電気工事士免状の種類及び交付番号の欄に

は記載することを要しない。 

様
式
第
１
９
（
第
２
５
条
）

様式第19（第25条）（昭50通産令19・昭63通産令42・平7通産令101・平11通産令51・令元経産令17・一部改正） ×整理番号 電気工事業に係る変更届出書 ×受理年月日年月日 年月日 殿 住所 氏名又は名称 法人にあつては代表者の氏名 電気工事業の開始に伴う届出事項について変更がありましたので、電気工事業の業務の適正化に関する法律第34条第4項の規定により、次のとおり届け出ます。 1建設業法第3条第1項の規定による許可を受けた年月日及び許可番号 2変更事項の内容 従前の内容変更後の内容 3変更の年月日 4変更の理由 （備考）1この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2×印の項は、記載しないこと。  

様
式
第
２
０
（
第
２
５
条
）

様式第20（第25条）（昭50通産令19・昭63通産令42・平7通産令101・平11通産令51・令元経産令17・一部改正） ×整理番号 電気工事業廃止届出書 ×受理年月日年月日 年月日 殿 住所 氏名又は名称 法人にあつては代表者の氏名 電気工事業を廃止したので、電気工事業の業務の適正化に関する法律第34条第4項の規定により、次のとおり届け出ます。 1建設業法第3条第1項の規定による許可を受けた年月日及び許可番号 2事業を廃止した年月日 3事業を廃止した理由 （備考）1この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2×印の項は、記載しないこと。  
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様
式
第
２
１
（
第
２
６
条
）

様式第21（第26条）（昭63通産令42・全改、平7通産令101・平11通産令51・令元経産令17・令2経産令92・一部改正） ×整理番号 電気工事業開始通知書 ×受理年月日年月日 年月日 殿 住所 氏名又は名称 法人にあつては代表者の氏名 電気工事業を開始しましたので、電気工事業の業務の適正化に関する法律第34条第5項の規定により、次のとおり通知します。 1建設業法第3条第1項の規定による許可を受けた年月日及び許可番号 2電気工事業を開始した年月日 3営業所 営業所の名称所在の場所 （備考）1この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2×印の項は、記載しないこと。  

様
式
第
２
２
（
第
２
７
条
）

様式第22（第27条）（昭63通産令42・追加、平7通産令101・平11通産令51・令元経産令17・一部改正） ×整理番号 電気工事業に係る変更通知書 ×受理年月日年月日 年月日 殿 住所 氏名又は名称 法人にあつては代表者の氏名 電気工事業の開始に伴う通知事項について変更がありましたので、電気工事業の業務の適正化に関する法律第34条第5項の規定により、次のとおり通知します。 1建設業法第3条第1項の規定による許可を受けた年月日及び許可番号 2変更事項の内容 従前の内容変更後の内容 3変更の年月日 4変更の理由 （備考）1この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2×印の項は、記載しないこと。  

様
式
第
２
３
（
第
２
７
条
）

様式第23（第27条）（昭63通産令42・追加、平7通産令101・平11通産令51・令元経産令17・一部改正） ×整理番号 電気工事業廃止通知書 ×受理年月日年月日 年月日 殿 住所 氏名又は名称 法人にあつては代表者の氏名 電気工事業を廃止したので、電気工事業の業務の適正化に関する法律第34条第5項の規定により、次のとおり通知します。 1建設業法第3条第1項の規定による許可を受けた年月日及び許可番号 2事業を廃止した年月日 3事業を廃止した理由 （備考）1この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2×印の項は、記載しないこと。  

様
式
第
２
４
（
附
則
第
２
条
）

様式第24（附則第2条）（昭63通産令42・追加、平7通産令101・令元経産令17・令2経産令92・一部改正） ×整理番号 登録行政庁変更届出書 ×受理年月日年月日 年月日 殿 住所 氏名又は名称 法人にあつては代表者の氏名 電気工事士法及び電気工事業の業務の適正化に関する法律の一部を改正する法律附則第11条第4項の規定により、次のとおり届け出ます。 1従前の登録年月日及び登録番号 2新たに登録をした行政庁、登録の年月日及び登録番号 （備考）1この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2×印の項は、記載しないこと。  
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様
式
第
２
５
（
附
則
第
３
条
）

様式第25（附則第3条）（昭63通産令42・追加、平7通産令101・令元経産令17・令2経産令92・一部改正） ×整理番号 電気工事業営業通知書 ×受理年月日年月日 年月日 殿 住所 氏名又は名称 法人にあつては代表者の氏名 電気工事士法及び電気工事業の業務の適正化に関する法律の一部を改正する法律附則第12条第2項の規定により、次のとおり通知します。 1営業所 営業所の名称所在の場所 2法人にあつては、その役員の氏名 （備考）1この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2×印の項は、記載しないこと。  

様
式
第
２
６
（
附
則
第
４
条
）

様式第26（附則第4条）（昭63通産令42・追加、平7通産令101・令元経産令17・令2経産令92・一部改正） ×整理番号 建設業者として行う 電気工事業の届出書×受理年月日年月日 年月日 殿 住所 氏名又は名称 法人にあつては代表者の氏名 電気工事士法及び電気工事業の業務の適正化に関する法律の一部を改正する法律附則第13条第1項の規定により、次のとおり届け出ます。 1改正前の電気工事業の業務の適正化に関する法律第34条第3項の規定による届出の年月日 2自家用電気工事に係る電気工事業を行う営業所 営業所の名称所在の場所 （備考）1この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2×印の項は、記載しないこと。 3一般用電気工事を行う営業所として既に届出がなされている場合は、※印を営業所の名称の前に付すること。  

様
式
第
２
７
（
附
則
第
５
条
）

様式第27（附則第5条）（昭63通産令42・追加、平7通産令101・令元経産令17・令2経産令92・一部改正） ×整理番号 建設業者として行う電気工事業の通知書 ×受理年月日年月日 年月日 殿 住所 氏名又は名称 法人にあつては代表者の氏名 電気工事士法及び電気工事業の業務の適正化に関する法律の一部を改正する法律附則第13条第2項の規定により、次のとおり通知します。 1建設業法第3条第1項の規定による許可を受けた年月日及び許可番号 2営業所 営業所の名称所在の場所 （備考）1この用紙の大きさは、日本産業規格A4とすること。 2×印の項は、記載しないこと。  
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